当面する2010秋季闘争の進め方について
２０１０年９月２８日
公務員連絡会合同会議
１．2010秋季闘争をめぐる情勢の特徴と基本的課題について
(1)2010秋季闘争をめぐる情勢の特徴
　９月14日の民主党代表選で菅首相が再選され、17日には第２次菅内閣が発足し、公務員給与を担当する総務大臣には前鳥取県知事の片山氏が就任した。この第２次菅内閣のもとで、本年の人事院勧告の取扱い方針の検討が本格化することとなる。
　政府は、勧告当日の８月10日に第１回給与関係閣僚会議を開いて取扱い方針を協議したが、人勧尊重の基本姿勢は確認したものの、多角的な観点からなお議論する必要があるとの共通認識で止まっている。臨時国会の開会時期は10月１日とされているが、今後の国会審議等も考慮に入れれば、政府の人勧取扱い方針決定と給与法改正法案の国会提出のタイムリミットは事務的には10月中と見られており、秋季確定闘争はこれから大きな山場を迎えることとなる。
　菅首相は、代表選挙立候補の政見で「国家公務員人件費の２割削減に向け、人事院勧告を超えた削減を目指す」との考え方を示している。民主党・公務員制度改革PTは数回にわたって人勧の取り扱いを協議し、連合・公務労協も労働基本権制約の代償措置である人勧制度を尊重すべきとの意見を述べ、「深掘りすべき」と人勧尊重すべきとの両論があったが、人勧の取扱いと２割削減問題を区分して検討していく方向となっている。新総務大臣の考え方はまだ具体的に明らかにされていないが、政府部内での検討を急ぐ姿勢を見せており、新内閣の布陣から見て、人勧について厳しい対応を求める意見が強まることが予想される。
　こうしたことから、政府が人勧を無視した公務員給与引下げの検討を行う可能性が高まっており、2010秋季闘争をめぐる情勢は一段と厳しい局面に入ったと認識する必要がある。
　仮に人事院勧告を無視した給与引下げが一方的に決定されることとなれば、労働基本権制約の代償措置としての人事院勧告制度を政府自ら否定したことにつながり、憲法問題を含め極めて重大な問題を生ずることとなる。現状でも人事院勧告制度が代償措置たり得るかについて強い疑念がもたれ、ILOから労働基本権の制約を国際労働基準違反と厳しく批判されている点を踏まえれば、政府は直ちに労働基本権を付与して交渉するか、それが可能でない場合は、実質的にそれと同等の手続きとして、われわれとの十分な交渉と合意によって方針決定する以外、選択肢はない。
　われわれは、こうした認識に基づき、政府が人勧制度尊重の基本姿勢を踏まえた取扱い方針の決定を行うよう、全力で取り組みを進めていかなければならない。
　そのほか、この秋から年末にかけては、地域主権改革に関わる国の出先機関見直しのアクションプランが本年末に策定される予定であり、事業仕分け第２弾に基づく独立行政法人、公益法人等の見直しも本格化することが想定され、事業仕分け第３弾を含め雇用確保の取組みが大きな山場を迎えることとなる。公務労協・公務員連絡会は、総人件費削減のための見直しには反対の立場を堅持し、国民の安心・安全を保障する公共サービスの確保という観点から事務・事業の十分な検証を行うことを求め、公務員の雇用と労働条件確保に全力で取り組む必要がある。
  また、この秋から、来年通常国会への公務員制度改革法案の提出に向けて政府部内の作業が本格化することが想定され、労働基本権確立と自律的労使関係制度構築の取組みも重要な段階を迎えることとなる。
  そして、人事院との関係では、本年末の段階的定年延長の意見の申出に向けて交渉・協議が大詰めを迎える。定年延長の制度的課題や60歳台前半の給与水準について交渉・協議を強化し、われわれの要求を反映した意見の申出を実現する必要がある。
　これとは別に、50歳台後半層の給与のあり方についても、来年の人勧期に向けて、われわれが合意できる施策を目指して人事院との交渉・協議を進める必要がある。
(2)秋季闘争の重点課題
　以上の認識に基づいて、当面、次の重点課題を設定し、その実現を目指して取り組みを進めることとする。
①労働基本権制約の代償措置である人事院勧告制度尊重の基本姿勢に立ち、十分な交渉･協議と合意に基づいて2010人勧取扱い方針を決定すること。
②人事院勧告を無視した一方的な給与引下げは行わないこと。
③非常勤職員に育児休業等を適用するため、人事院の意見の申出に基づく育児休業法改正法案を早期に成立させること。
④65歳までの段階的定年延長の実現のため、十分な交渉・協議と合意に基づく意見の申出を行うこと。
  その他、雇用確保と総人件費削減政策に対する取組み、労働基本権と自律的労使関係制度確立の取組みについては、公務労協に結集して対応を進めることとする。
２．具体的な課題と取組みについて
(1)2010人勧の閣議決定に向けた取組み
①第２次菅内閣の発足を受けて、31日までの予定の全組合員参加の要請はがき行動を10月15日まで延長し、取組みを強化する。官房長官宛はそのまま継続し、総務大臣については片山氏に交代したことを踏まえて取り組む。
②総人件費削減や人勧取扱いをめぐる厳しい情勢を踏まえ、10月13日に2010秋闘第２次中央行動(日比谷大音楽堂、３千人規模)を実施し、政府交渉を配置し要求実現を迫る。また、同日を全国統一行動日として設定し、時間外職場集会等を実施して各級機関単位の官房長官、総務大臣宛の要求打電行動を実施する。人勧の取扱いをめぐる情勢がさらに緊迫する場合は、緊急中央行動等の実施を検討する。
③政府が給与関係閣僚会議等で人勧を無視した給与引下げ等を検討する場合は、直ちに労働基本権を付与して団体交渉を行うか、それと同等の意味を持つ労使交渉(官房長官、総務大臣等)を行って決着をつけるよう申入れ、納得いく十分な説明と合意による結論を求める。
　政府が一方的に引下げ方針を決定した場合は、最大限の抗議行動を実施する。抗議行動の内容やその後の取組み方針は別途協議する。
④政府が一方的な給与引下げ等を行わないよう必要な与野党対策を強化する。
⑤給与法改正法案への対応、国会段階の取組み方針は、人勧取扱い方針の内容を踏まえ、改めて協議する。
(2)育児休業法の早期改正を求める取組み
  非常勤職員に育児休業等を適用するための育児休業法改正法案の臨時国会での改正を目指し、総務省人事・恩給局との交渉を強める。
(3)段階的定年延長の意見の申出の実現
①本年末の意見の申出に向けて、定年延長に関わる制度課題について人事院との交渉・協議を再開し、公務員連絡会の要求の実現を目指す。この交渉･協議は、公務員連絡会幹事クラス(必要に応じて小委員会)が日常的に行い、節々で書記長クラス交渉を配置し、最終的には人事院総裁との交渉で決着を目指すこととする。
②今夏の人事院報告で提示された制度骨格については、人事院の具体案の提起を待ち、今後、随時、公務労協・公務員連絡会「新たな高齢雇用施策検討委員会」でわれわれの考え方をとりまとめることとする。
③60歳台前半の給与については、職務給の原則を維持し、ゆとりある生活がおくれる給与水準を確保することを基本とする。具体的には60歳前の給与の８割を確保することを目指し、交渉・協議を強める。
④政府(公務員事務局、総務省人事・恩給局等)に対しては、65歳までの段階的な定年延長を中心とした高齢雇用施策を早期に確立し、人事院の「意見の申出」が行われた場合には直ちに実施の閣議決定を行い、通常国会に国公法等の改正法案を提出するよう交渉・協議を強める。合わせて、総務省人事・恩給局に対しては、定年延長に伴う退職手当制度のあり方を検討するよう求める。総務省公務員部に対しては、地方公務員が国家公務員におくれないよう必要な措置を執るよう求め、交渉・協議を強める。
(4)50歳台後半層の給与見直しに関する人事院との交渉・協議
①50歳台後半の給与見直しについては、定年延長の意見の申出の交渉・協議とは切り離し、別途、来年の人勧期までに結論を出す課題として交渉・協議を継続することとする。この交渉・協議も幹事クラス(必要に応じて小委員会)が日常的に担い、節々で書記長クラスの交渉・協議を配置する。
②50歳台後半層の給与見直しについては、これまで整理してきたように、基本的には世代間の配分見直しの問題として対応することとするが、来年度の措置については官民較差の動向も見ながら納得性のある具体策を求めていくこととする。また、本年夏の勧告のような職務給原則と相容れない手法は二度と行わせないこととし、人事院が、仮に「現給保障」の打ち切り等を提案する場合には、これは俸給構造見直しの際の約束ごとであることを踏まえ、断固反対の立場で対応することとする。したがって、本年末の定年延長の意見の申出時には、確定的な方向性を提示しないよう交渉・協議を強める。
(5)その他の重要課題についての取組み
①臨時国会での給与法改正法案や育児休業法改正法案の審議状況を踏まえながら、それに関わる人事院規則改正事項の交渉・協議を強めることとする。また、非常勤職員に介護休暇を適用するための人事院規則の早期改正を求める。
②引き続き総人件費削減政策に対決し、雇用と労働条件の確保に向けた取り組みを進める。国の出先機関や独立行政法人の見直しについては、公務労協に結集して関係機関との交渉･協議を強めることとする。
③連合･公務労協に結集し、国家公務員制度改革基本法に基づく公務員制度の抜本改革、労働基本権の確立に向けて取組みを強める。
④秋季確定闘争の動向を踏まえ、総務省、人事院に対して基本要求の取り組みを進める。
(6)地公確定等の取組みの強化
①自治体賃金確定闘争の取組みと要求の柱
　2010自治体賃金確定闘争の推進にあたっては、地方公務員の生活を守るための賃金水準を確保することを基本に置き、労使交渉・協議を通じた労使合意を求めて取組みをすすめる。取組みの柱は以下の通りとする。
	１．月例給、一時金の水準については、人事院勧告を基本とし、地方公務員の生活を守るための賃金水準を確保すること。
２．50歳台後半層、行(一)６級以上の職員給与を一律に引き下げる措置について以下の考え方で交渉・協議をすすめる。
　① 職務給や能力・実績主義という公務員給与の基本原則に反することから、その実施を認めないこと。
　② 公民較差がマイナスの場合は、配分の問題として労使交渉により決着をはかること。
　③ 実施が避けられない場合は、地方自治体によっては、50歳台半層の行(一)６級相当級に在級する職員数が多いことを踏まえること。また、行(一)６級相当級に組合員が在級する場合には、少なくとも組合員層への影響を避けること。
３．独自の給与減額措置が行われている自治体については、2010年４月に遡って現行の削減措置を廃止させた上で、人事委員会勧告の取扱いに関わる労使交渉をすすめること。
４．11年４月にかけて経過措置が解消されることに伴って生ずる制度改定原資を用いて、若年・中堅層にこれまで抑制してきた昇給を１号給回復することを基本に対応すること。年齢設定については、昇給を１号給回復する若年・中堅層は43歳未満としている国の考え方を基本としつつ、当該自治体の現状を踏まえたものとすること。
　また、１号給抑制をしなかった地方自治体においても若年・中堅層への配分を重視すること。
５．自宅に係る住居手当についてはあくまで公民較差の配分の問題であることを基本に対応すること。
６．超過勤務手当については、民間企業の実態を踏まえ、月60時間の超過勤務間の積算の基礎に日曜日又はこれに相当する日の勤務時間を含めること。また、月45時間を超え60時間を超えない超過勤務に対する割増賃金率について、２割５分を超える率とするよう求めること。
７．国家公務員の育児休業法改正、介護のための両立支援策の改正（人事院規則）にあたっては、民間・国と同様に各自治体が所要の措置を講ずること。
８．病気休暇の取得実態等を踏まえ、病気休暇の制度・運用の改善を行うこと。
９. 臨時・非常勤職員の雇用の安定と均等待遇原則と労働基準法が定める賃金・労働条件の改善・確保、法律にもとづく健康診断、社会保険や雇用保険の適用されるよう整備すること。また、地方公務員共済組合への加入要件を満たす臨時・非常勤職員ついて、共済組合へ加入させること。


②自治体賃金確定闘争のすすめ方
　秋季確定に関する中央行動については、公務員連絡会などの方針を踏まえて、地公部会としてあらためて検討する。人事院勧告を受けた国家公務員の給与改定に関する取扱いの閣議決定前に公務員部長交渉を設定する。常時勤務を要しない国家公務員に関わる育児休業法、介護のための両立支援策の改正（人事院規則）にあたって、地方公務員の臨時・非常勤職員（一般職・特別職を問わず）について、地方公務員育児休業法、または民間育児休業法の適用となるよう総務省交渉を強化する。
　地方公務員の2010自治体賃金確定闘争のヤマ場について、11月８日の週を基準として設定し、地方段階での地公共闘を強化する。
